
 

 

1｜               ｜研究員の眼 2018-07-31｜Copyright ©2018 NLI Research Institute All rights reserved 

 

 

やや古い情報になるが、米国の従業員福利厚生研究所の 2012 年時点のデータによれば、65 歳以上

の平均収入において、公的年金が占める割合は 38.0％であり、労働に伴う稼働所得の割合は 30.1％、

職域・個人年金は 18.4％、資産・財産から得られる利息・配当収入は 10.7％とされる。この中で構成

比率が最も大きいのは公的年金で、高齢期の収入におけるその重要性が窺える。ただし、65歳以上の

収入が公的年金に偏ることなく、収入源が分散されていることも確認できる。 

 

これに対して、日本ではどうだろうか。厚生労働省の国民生活基礎調査（2017 年）によれば、65

歳以上の高齢者世帯においては、収入の 66.3％を公的年金が占め、稼働所得は 22.3％、企業・個人年

金や資産・財産所得に至っては、それぞれ 4.5％、5.3％に留まっている。米国の収入構成と大きく異

なり、公的年金に多くを依存する構造となっている。 

 

米国と日本とでは、公的・私的年金制度の体系や年金制度を取り巻く環境は異なる。こうした中で、

日本において公的年金の給付水準が米国に比べ充実しているのであれば、公的年金の構成割合が米国

に比べ高いとしても不思議ではない。しかしながら、OECDの所得代替率を比較する限り、そうでもな

さそうだ。 

 

OECDは加盟国の公的年金をいくつかの指標により比較しているが、その一つとして所得代替率によ

る比較を行っている。OECDの所得代替率（※）は、現役時代の平均収入に対して、公的年金の受給開

始年齢時の給付水準がどの程度かを示す割合として定義される。各国間の所得代替率が直接比較でき

るように様々な調整を行いながら、各国の所得代替率の将来の見込みが推計されている。 

 

これによれば、米国の公的年金の所得代替率が 38.3％であるのに対して、日本では 34.6％に留まっ

ている。日本については、マクロ経済スライド終了時の給付水準に基づいており、所得代替率は低め

に推計されているが、2017年時点の給付水準に換算しても 41％程度に留まるものと推測される。日本
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の公的年金が米国に比べ充実しているという

事実は残念ながら確認できない。 

 

結局のところ、高齢者の収入構成が米国と

日本とで大きく異なるのは、公的年金の給付

水準に違いがあるからではなく、公的年金以

外の収入に大きな格差があるためと考えられ

る。ちなみに、平均収入の構成割合と OECD

の所得代替率をもとに、公的年金以外の所得

代替率を単純計算すると、図表の通りとなる。

平均収入の統計と OECD の公的年金とでは前

提に違いがあるため正確性を欠くが、米国と日本の違いを概観することはできるだろう。これによれ

ば、日本では職域・個人年金や資産・財産所得が極端に少ないことが一目瞭然だ。 

 

もちろん、現役時代に対する高齢期の収入が高いほど良いとは言い切れない。高齢期の収入を高め

るためには、将来に備えて現役時代の消費を抑制する必要があり、そのバランスをとる必要があるた

めである。しかしながら、日米の意識調査によれば、米国では収入に満足・やや満足している退職者

の割合は 79％と高いのに対して、日本では収入に満足・やや満足している 65歳以上の割合が 51％に

留まっている。裏を返せば、日本においては生活に不安を抱える人の割合が相対的に高いということ

であり、こうした実態を踏まえると、高齢化が急速に進み、公的年金の拡大が難しい日本においては、

企業・個人年金を含む自助努力の拡充が、高齢期の安心を確保する上で欠かせない。 

 

こうした課題に対しては、既に私的年金制度や資産形成をサポートする制度の整備が進められてい

る。今後は、これまでに手当てされた制度改正や新たな制度の創出により、自助努力の拡大も期待さ

れるところではある。しかしながら、自助努力を促す政策については、継続的な検討が望まれる。他

方、個人、特に若い世代においては、遠い将来のこととして先送りすることなく、高齢期への備えに

ついて早い時期から計画実行することが求められる。自助努力への意識が国全体で高まり、安心でき

る超高齢化社会が迎えられることを願いたい。 

 

 

（※）厚生労働省の所得代替率との違い 

厚生労働省の所得代替率とは計算前提が異なる。主な違いとして、以下が挙げられる。 

・厚生労働省では「本人（基礎年金+報酬比例部分）及び配偶者（基礎年金）の年金額の合計」を所

得代替率の分子としているのに対し、OECDでは「本人のみ」を分子としている。 

・厚生労働省では分子は税金・社会保険料控除前、分母の現役世代の平均年収は税金・社会保険料

控除後としているのに対し、OECDでは分子、分母ともに、税金・社会保険料控除前としている。 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提供が目的で

あり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 

図表　米国と日本の所得代替率の概算比較

注）米国、日本の収入源別構成割合およびOECD所得代替率（2017年）より試算。
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